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狭山市危険ブロック塀等改修事業補助金交付要綱 

令和８年３月１９日 

市 長 決 裁 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、狭山市建築物耐震改修促進計画に基づき、地震発生時における

ブロック塀等の倒壊による被害を防止するため、危険なブロック塀等の改修事業を

行う者に対し、予算の範囲内においてその費用について補助金を交付することによ

り、安心・安全で災害に強いまちづくりの実現に資することを目的とする。 

（規則の適用） 

第２条 前条の補助金の交付に関しては、狭山市補助金等の交付手続等に関する規則

（昭和５７年規則第４０号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（用語の定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）ブロック塀等 コンクリートブロック塀、石塀、れんが塀、万年塀（鉄筋コ

ンクリート組立塀）その他これらに類する塀（門柱を含む。）をいう。 

（２）避難路 災害時に住民が避難所等へ避難するための道路のうち、建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項又は第２項に規定するものをいう。 

（３）危険なブロック塀等 市内の避難路の沿道に築造されたブロック塀等のうち

高さが道路等から１メートル以上のもので、市職員による現地調査の結果、倒壊

の危険性があると判断されたものをいう。 

（４）安全な塀等 倒壊の防止について十分配慮された鉄筋コンクリート若しくは

コンクリートの基礎に緊結されたフェンス又は建築基準法施行令（昭和２５年政

令第３３８号）に規定する技術的基準を満たす補強コンクリートブロック造の塀

のうち、避難路の沿道からの高さがおおむね６５センチメートル以下となるもの

をいう。 

（５）改修事業 危険なブロック塀等の全部若しくは一部（残存部分の避難路の沿

道からの高さがおおむね６５センチメートル以下となるものに限る。）の撤去工

事を行う事業をいう。 

（適用除外） 
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第４条 この要綱は、次に掲げる事業に係る敷地については、適用しない。 

（１）狭山市建築行為に係る後退部分等の整備要綱（昭和６３年告示第６１号）第

６条に規定する補助金の交付の対象となる事業 

（２）狭山市宅地等の開発に関する指導要綱（平成５年告示第１４４号）第３条に

規定する開発事業（同要綱第４条に規定する開発事業に該当する場合を除く。）

による事業 

（補助金の交付対象者） 

第５条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当する者

とする。 

（１）市内に存する危険なブロック塀等を所有し、又は管理する者 

（２）市税（狭山市税条例（昭和３０年条例第１１号）第３条第１項各号及び第２

項各号に掲げる税目をいう。）の滞納がない者 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、改修

事業に要する経費とする。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の交付の額は、補助対象経費の額に３分の２を乗じて得た額と撤去す

る危険なブロック塀等の長さ１メートル当たり１０，０００円とのいずれか少ない

額とする。ただし、１０万円を限度とする。 

２ 前項の規定により補助金の額を算定する場合における補助対象経費の額は、消費

税等仕入控除税額（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに

係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額をいう。）

を控除して得た額とする。 

３ 前２項の規定により補助金の交付の額を算定する場合において、補助金の額に１，

０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、危険ブロ

ック塀等改修事業補助金交付申請書に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

（１）案内図 
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（２）見取図又は設計図面の写し 

（３）塀の点検表 

（４）危険なブロック塀等の現況写真 

（５）工事見積書の写し 

（６）その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第９条 市長は、前条に規定する申請があったときは、市職員による現地調査を含め

た審査を行い、補助金交付の可否を決定し、危険ブロック塀等改修事業補助金交付

可否決定通知書により申請者に通知するものとする。 

（事業の変更及び中止） 

第１０条 前条の規定により補助金交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）が、当該交付の決定を受けた改修事業を変更しようとするときは、危険ブロ

ック塀等改修事業変更承認申請書を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請があったときは、審査を行い、変更の承認の可否を

決定し、危険ブロック塀等改修事業変更承認可否通知書により交付決定者に通知す

るものとする。 

３ 市長は、前項の承認をする場合において、必要があるときは、当該承認に条件を

付することができる。 

４ 交付決定者は、やむを得ない事情により改修事業を中止するときは、狭山市危険

ブロック塀等改修事業補助金交付辞退届により、速やかにその旨を市長に届け出な

ければならない。 

（実績報告） 

第１１条 交付決定者は、改修事業が完了したときは、危険ブロック塀等改修事業実

績報告書（以下「実績報告書」という。）に次に掲げる書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

（１）工事契約書の写し 

（２）工事施工業者の領収書の写し 

（３）工事完了後の写真 

（４）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による実績報告書の提出は、原則として、補助金の交付決定のあった

日の属する年度の２月末日までに行わなければならない。 
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（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、実績報告書により交付すべき補助金の額を確定したときは、危険

ブロック塀等改修事業補助金交付額確定通知書により、交付決定者に通知するもの

とする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１３条 交付決定者は、前条の通知書を受けたときは、危険ブロック塀等改修事業

補助金請求書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する請求があったときは、補助金を交付決定者に交付するも

のとする。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１４条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させること

ができる。 

（１）虚偽の申請その他不正手段により交付決定又は交付を受けたとき。 

（２）交付の条件に違反したとき。 

（補則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和１３年３月３１日限り、その効力を失う。 


